
(法務総合研究所が把握しているものを中心に)法整備支援活動年表
平成２１年１月１６日現在

ベトナム関係 カンボジア関係 ラオス関係 インドネシア関係 ウズベキスタン関係 その他の国・地域 その他年 度
(4月～翌年3月)

１９９２ ベトナム司法大臣が日本法務大臣に
支援要請

１９９３ 森嶌昭夫名古屋大学教授(当時)が文
化交流プロジェクトで訪越し，日本
民法紹介

１９９４ 法務省でベトナム司法省に本邦研修 日弁連が「カンボジア司法制度の現状と 森嶌昭夫教授が 短期専門家とJICA
開始(年１回) 課題」セミナーを開催 して，モンゴルに対し，民法改正に

つき助言

１９９５ 上記本邦研修継続 法務省・最高裁・日弁連合同で本邦研修
・1995.8～2001.3「市場経済化支援 開始(年１回)

開発政策調査」(通称：石川プロ
ジェクト)実施

１９９６ ・上記本邦研修継続 上記本邦研修継続 日本司法書士会連合会による登記 ・財団法人国際民商事法センター
・法整備支援フェーズ１開始(１９ 制度に関するモンゴル支援 ( )設立ICCLC
９６年１２月～１９９９年１１月 ・ が日中民商事法セミナー開） ICCLC

・長期専門家１名(弁護士)派遣 始(年１回)
・ が国際民商事法シンポジウICCLC

ムを２回開催
法総研で多数国間(マルチ)研修を・
開始(モンゴル，ミャンマー，ベト
ナム)

１９９７ ・法整備支援フェーズ１継続 上記本邦研修継続 ・ が日中民商事法セミナー開ICCLC
本邦研修(年２回へ) 催
現地セミナー開始(年４回) ・国際民商事法シンポジウム(倒産法

制)開催（法総研， ，アジICCLC
ア太平洋比較法制研究会）

， ，・マルチ研修継続(カンボジア 中国
ラオス，モンゴル，ミャンマー，
ベトナム）

１９９８ 前年と同様 ・上記本邦研修継続 ・ 経済法研修(日本インドネシア科 モンゴル不動産登記庁の登記官に対 ・ が日中民商事法セミナー開名古屋大学及び法務総合研究所 ICCLC
学技術フォーラム( )からの研 し，登記セミナーを開催( 短期 催・ カンボジア事務所へ調査のため が受託機関となり本邦研修を開JICA JIF JICA
修実施依頼に基づくもの。参加 専門家は司法書士他） ・国際民商事法シンポジウム(企業倒派遣 始

・民法・民事訴訟法起草支援を合意 者は，裁判官，検事，法務人権 産・担保法制)開催
省職員，弁護士)を実施 マルチ研修継続(参加国は前年と同・

様）

１９９９ ・前年と同様 ・ フェーズ１( )開始 前年と同様 ・前年と同様(モンゴル) ・ が日中民商事法セミナー開JICA 1 ICCLC注
＜ハノイにて日越民商事法セミナー ・カンボジア司法省に長期専門家２名 ・法総研で日韓パートナーシップ研 催
開催(その他欄参照)＞ (うち１名は弁護士)を派遣 修開催(登記制度比較研究を中心) ・ がハノイにて，日越民商事ICCLC
・法整備支援フェーズ２開始(１９ ・上記起草支援のため，作業部会が日本 法セミナー開催
９９年１２月～２００２年１１月) 現地でワークショップを相当数開催 マルチ研修継続(参加国は前年と同・

ベトナム民法改正共同研究 様）
法令鳥瞰図作成
人材育成

・対象機関に最高人民裁判所，最高
人民検察院が加わる

・長期専門家１名(業務調整員)派遣

２０００ ・法整備支援フェーズ２継続 ・ フェーズ１継続 ・前年と同様 ・日本貿易振興会( )等が ・名古屋大学がウズベキスタン３大 ・法総研が と共催でフィリピ ・ が日中民商事法セミナー開JICA JETRO ADB ICCLC
本邦研修(年４回) ・本邦研修も作業部会との協議を中心と ・現地で司法制度調査を実施(約３ インドネシア独占禁止法研究 学と学術交流協定 ン研修開催 催
現地セミナー(年８回) する起草支援の内容で実施 か月) 会を開催 ・ウズベキスタンで内閣法制局が現 ・法総研で日韓パートナーシップ研 ・法整備支援連絡会開催(第１回，第
※ 以後，２００２年まで同様 (年２回) ・日弁連が司法調査団を派遣 ・ 等が 経済法制 地セミナーを開催 修開催(第２回) ２回)JETRO APEC

・長期専門家３名(検事，裁判官， ・日弁連が司法調査団を派遣・日弁連が 度シンポジウムを開催 ・世界銀行主催の法整備支援世界会
弁護士各１名)派遣 カンボジア王国弁護士会と友好協定締 議開催

・民法改正共同研究会開始 結 ・マルチ研修継続(参加国は前年と同
・日弁連がカンボジア王国弁護士会を対 様）

象にセミナーを開催

２００１ ・法整備支援フェーズ２継続 ・ フェーズ１継続 ・ 調査団派遣 ・ 調査団派遣 ・モンゴル法整備支援事前調査 ・法総研に国際協力部新設，同部がJICA JICA JICA・司法アドバイザー型の短期専門
・長期専門家２名(検事，弁護士各 ・日弁連がカンボジア王国弁護士会司法 ・法総研が日本・モンゴル司法制度 大阪へ移転家を派遣(合計８か月間)

１名)派遣 支援プロジェクト( 小規模開発 比較セミナー(本邦研修)を実施 ・ 会議(フィリピン)出張JICA ADB・本邦研修を学術的研修と実務的
・法整備支援フェーズ２を２００３ パートナー事業)を開始 ・日本司法書士会連合会による登記 ・法整備支援連絡会開催(第３回)研修に分けて，年２回実施

年３月まで延長 ・日弁連が弁護士継続教育セミナー 制度に関するモンゴル支援 ・ が日中民商事法セミナー開・セミナーを民商事法セミナーと ICCLC
(第１回～第４回)を開催(なお，これ ・法総研で日韓パートナーシップ研 催刑事法セミナーの２回開催とす
は，カナダ弁護士会(３回開催)，リヨ 修開催(第３回) ・世界銀行主催の第２回法整備支援るとともに，民商事法セミナー
ン弁護士会(１回開催)との共同プロジ 世界会議開催をシリーズ化
ェクトであり，計８回開催) ・国際民商事法シンポジウム( )ADR

開催
マルチ研修継続(参加国は前年と同・
様）



ベトナム関係 カンボジア関係 ラオス関係 インドネシア関係 ウズベキスタン関係 その他の国・地域 その他年 度
(4月～翌年3月)

２００２ ・前年と同様 ・ フェーズ１継続（２００３年３ ・本邦研修を実施(年１回) ・本邦研修を実施 ・名古屋大学がモンゴルに対する本 ・法総研・ が日中民商事法セJICA ICCLC・ラオス司法省等に長期専門家(司
・ が，ベトナム元司法大臣を 月まで） ・現地セミナーを開催(年１回) ・名古屋大学が中央アジア３か国か 邦研修を実施 ミナー開催JICA 法アドバイザー)１名を派遣

招へい ・ 等が 経済法制 ら法律家を招いてシンポジウム開 ・法総研が と共催でフィリピ ・日本貿易振興会アジア経済研究所・民法典及び民事訴訟法典起草記念セ (法務省) JETRO APEC ADB
・長期専門家１名(裁判官)派遣 度シンポジウムを開催 催 ン研修開催 ( )が国際ワークショッミナーを開催（フン・セン首相が演 ・第２回民商事法セミナーを開催 IDE-JETRO

・ 調査団派遣 ・タシケント法科大学に専門家１名 ・法総研で日韓パートナーシップ研 プ「アジアにおける法・開発・経説） ・本邦研修を学術的研修と実務的 JICA
・民法・民事訴訟法起草作業完了 ・外務省・ がイ最高裁長 を派遣(名古屋大学) 修開催(第４回) 済社会変化」を開催研修に分けて，年２回実施 JICA
・日弁連がカンボジア王国弁護士会司法 官を招へい ・ 調査団派遣 ・法整備支援連絡会開催(第４回)・国会向けセミナー及び商法改正 JICA

支援プロジェクト ・現地シンポジウムを開催(名古屋大 ・アジア知的財産権法制シンポジウ( 開発パートナJICA セミナーを加え，現地セミナー
開始(３年間) 学） ム開催ー事業) を４回に増加

， ，・本邦研修を実施(起草支援，立法化支 ・現地調査を実施(日弁連） ・マルチ研修継続(カンボジア 中国
， ， ，援） ・現地セミナーを開催(法総研・名古 カザフスタン ラオス モンゴル

屋大学 ミャンマー，タイ））

２００３ ・法整備支援フェーズ３開始(２０ ・本邦研修実施(立法化支援） ・ プロジェクト開始（ 年 ・本邦研修を実施(年１回) ・ 調査団派遣 ・モンゴルへ専門家派遣(名古屋大 ・法総研・ ・ が日中JICA 2005 JICA ICCLC JETRO
０３年７月～２００６年６月） ・ 調査団派遣 月まで予定） ・ が弁護士を企画調査員 ・現地調査，現地シンポジウムを開 学・弁護士) 民商事法セミナー開催JICA 5 JICA

民法改正共同研究会継続 ・民法，民事訴訟法作業部会継続 として長期派遣(１年間) 催(名古屋大学） ・イランから に対して法整備 ・法総研・ が日韓知的財産権JICA ICCLC
民事訴訟法共同研究会開始 ・日弁連が 開発パートナー事業を 法令データベース作成 ・日本・インドネシア 比 ・専門家１名を派遣(北海学園大学) 支援要請 訴訟講演会開催(東京，大阪)JICA ADR
法曹養成共同研究会開始 継続 法令集出版支援 較研究セミナー(本邦研修)を ・本邦研修を実施 ・法総研で日韓パートナーシップ研 ・法整備支援連絡会開催(第５回)

「 」(法務省，最高裁，日弁連） ・ 短期 教科書及び辞書作成支援 実施 ・法務省・名古屋大学がウズベキス 修開催(第５回) ・名古屋大学が アジア法整備支援司法官職養成校に 専門家JICA
(法務省) 検察マニュアル作成支援 タン司法大臣を招へいし 全体会議を開催判決書・判例整備共同研究会開始 ，名古屋を派遣

(法務省，最高裁，日弁連） 講師養成 ・法総研・ ・ が国際大学でシンポジウムを開催 ICCLC JETRO
・破産法改正支援セミナー実施 ・ ・専門家２名(法務省・早稲田大学） 民商事法シンポジウム(知的財産権ラオス司法省等に長期専門家(司
・長期専門家１名 を派遣し，本邦研修のフォローア シンポジウム)開催(検事)派遣 法アドバイザー)１名を派遣
・現地セミナーを開催(民法，民訴 ップセミナーを開催 ・国際民商事法（地域別）研修を実(法務省)

， ， ）法，法曹養成） 施(カンボジア ラオス ベトナム・本邦研修は年２回，そのうち１
・法総研・ がベトナム司法大 ・法令外国語訳・実施推進検討会議JICA 回は教科書作成支援に特化

臣一行を招へい 開始
・本邦研修実施(法曹養成）

２００４ ・法整備支援フェーズ３継続 フェーズ２開始( 年 月ま ・ プロジェクト継続 ・本邦研修を実施(年１回) ・ 調査団派遣 ・モンゴル法務内務省へ弁護士１名 ・法総研・ が日中民商事法セ・JICA 2007 4 JICA JICA ICCLC
・ベトナム国家大学日本法講座開講 で) ・インドネシア競争政策・規制 締結(倒産法注釈書支援） を長期派遣 ミナーを開催・司法省に長期専門家２名を派遣 M/M
・長期専門家４名 検事，裁判官， 立法化支援 緩和研修プロジェクト開始 公 ・本邦研修を実施(倒産法注釈書） ・名古屋大学が国際シンポジウムを ・法総研・ が日中知的財産法( (上記１名に加えて日弁連から１ （ ICCLC

弁護士， 付属法令整備 正取引委員会， 年７月ま ・民商法典起草支援を継続(名古屋大 開催(モンゴル) 制度講演会を開催(東京，大阪）業務調整員各１名)派遣 名) 2006
「 」・現地セミナーを開催（民法，民訴 ・民法，民事訴訟法作業部会継続 で） 学） ・経済産業省等が中国に対する法整 ・名古屋大学が アジア法整備支援・本邦研修実施(年２回)

法，法曹養成，判決書・判例） ・カ司法省へ長期専門家２名(うち１名 ・ が企画調査員１名を派 ・ウズベキスタン司法省に専門家１ 備支援(経済法)を開始 全体会議を開催(判決書マニュアル・検察官マニ JICA
・民事訴訟法成立(６月１５日） は弁護士)を派遣 遣 名派遣(三重大学) ・名古屋大学がイランに対する法整 ・法整備支援連絡会開催(第６回)ュアル作成，民商法教科書作成
・改正破産法成立(６月１５日） ・日弁連 開発ﾊﾟｰﾄﾅｰ事業を継続 ・最高経済裁判所副長官招聘(法務 備支援(本邦研修)を開始 ・国際民商事法（地域別）研修を実JICA 支援）
・本邦研修実施(１月，２月） ・法曹養成に関する 研修実施 省） ・法総研で日韓パートナーシップ研 施(カンボジア，ラオス，ミャンマCP ・現地セミナーを開催(判決書マニ

(法曹養成 民法改正共同研究 ・ 短期 ・現地ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催(名古屋大学） 修開催(第６回) ー，ベトナム)， ） 司法官職養成校に 専門家 ュアル）JICA
(法務省) ・現地フォローアップセミナーを開を派遣

・本邦研修実施(２月)(民法・民訴法) 催(法務省)

２００５ ・法整備支援フェーズ３継続 フェーズ２継続 ・ プロジェクト継続 ・本邦研修を実施(年１回) ・本邦研修を実施（５月， 月） ・名古屋大学が国際シンポジウムを ・法総研・ ・ が日中・JICA JICA 11 ICCLC JETRO
・長期専門家１名（裁判官）派遣 立法化支援 ・アチェに対する 現地セ (倒産法注釈書） 開催(モンゴル) 民商事法セミナーを開催・司法省に長期専門家２名を派遣 ADR

「 」・ベトナム国家大学日本法講座継続 付属法令整備 ミナー実施（ ・日弁連） ・短期専門家派遣（８月，３月） ・モンゴルの土地法制に関する法社 ・名古屋大学が アジア法整備支援（法務省，日弁連） JICA
・現地セミナーを開催（判決書・判 ・民法，民事訴訟法作業部会継続 （法務省，大阪大学等） 会学的研究プロジェクト開始 全体会議を開催・本邦研修実施(年２回)

例，判決執行法，法曹養成） ・カ司法省へ長期専門家２名(うち１名 ・倒産法注釈書プロジェクト開始 法 （名古屋大学） ・法整備支援連絡会開催(第７回)(民商法教科書作成支援 民法： （
・改正民法成立(６月１４日） は弁護士)を派遣 務省， 年９月まで） ・中央アジア諸国の憲法裁判所の比 ・国際民商事法（地域別）研修を実法総研，商法：名古屋大学） 2007
・本邦研修実施(９月，２月） ・現地セミナーを開催（模擬裁判） ・司法省法整備支援プロジェクト開 較研究プロジェクト開始 施(カンボジア，ラオス，ミャンマ・現地セミナーを開催(民法教科

(判決書標準化，法曹養成） ・本邦研修実施(２月) 始（名古屋大学， 年まで） （名古屋大学） ー，ベトナム)書，判決書マニュアル，検察マ 2008
(民法・民訴法) （中小企業振興，担保法制改革， ・法総研で日韓パートナーシップ研 ・法総研・ ・ が国際ニュアル） ICCLC JETRO

・法曹養成研究会発足 法令データベース） 修開催(第７回) 民商事法シンポジウム（国際会社・検察マニュアル及び判決書マニ
・カンボジア裁判官・検察官養成校民事 ・ウズベキスタン司法省に長期専門 法シンポジウム）開催ュアル完成

教育改善プロジェクト開始( 年 家１名派遣(名古屋大学)2008 3
月まで) ・タシケント法科大学に日本法教育

（ ）・裁判官・検察官 長期 研究センターを設立 名古屋大学養成校に 専門家
(うち１名は法務省) ・現地シンポジウムを開催(名古屋大２名を派遣

・本邦研修実施( 月)(法曹養成) 学）10
・日弁連の弁護士会司法支援プロジェク

ト( 開発パートナー事業)が終了JICA

２００６ ・法整備支援フェーズ３を２００７ フェーズ２継続 ・ プロジェクトを２００７年 ・アチェに対する 遠隔セ ・倒産法注釈書プロジェクト継続 法 ・法総研で日韓パートナーシップ研 ・法総研・ が日中民商事法セ・JICA JICA ADR ICCLC（
年３月まで延長 立法化支援 ５月まで延長 ミナー（全５回）実施（ 務省， 年９月まで） 修開催(第８回) ミナーを開催JICA 2007

・長期専門家１名（業務調整員）派 付属法令整備 ・現地にて普及セミナー実施（判決 ・日弁連） ・倒産法注釈書プロジェクト，長期 ・モンゴル弁護士会強化プロジェク ・名古屋大学が「法整備支援戦略の
遣 ・民法，民事訴訟法作業部会継続 書マニュアル，検察マニュアル） ・本邦研修を実施(７月) 専門家１名（弁護士）派遣（法務 トに長期派遣専門家派遣 日弁連 研究」全体会議を開催（ ）

・ベトナム国家大学日本法講座継続 ・カ司法省へ長期専門家２名（うち 民商法教科書） ・ 調査団派遣， 締結 省， 年９月まで） ・モンゴル国立大学に日本法教育研 ・法整備支援連絡会開催(第８回)1 JICA M/M 2007
・現地セミナーを開催（判決書・判 名は弁護士）を派遣 （９月） ・本邦研修を実施（５月 ８月 ９月 究センターを設立（名古屋大学） ・国際民商事法（地域別）研修を実・本邦研修実施(１１月) , , ,

例） ・民事訴訟法成立（７月６日公布） ・ 和解・調停制度強化支 １１月） 施(カンボジア，ラオス，ミャンマ(プロジェクト総括と成果物普及 JICA
・日越司法制度研修及び共同研究実 ・短期専門家派遣（８月） 援プロジェクト開始，長期専 (倒産法注釈書） ー，ベトナム)・新司法改革マスタープランの

施(１０月，判決書・判例，最高 ・現地セミナーを開催 門家 日弁連 を派遣 ３月 ・短期専門家派遣（６月，２月）内容） （ ） （ ）
人民裁判所から４名招へい） （８月：民法特別講義） （法務省，弁護士）

（３月：民訴法） ・倒産法注釈書（ロシア語版）発刊
・遠隔セミナーを開催（ 月） （３月）12
・法総研 （財）国際民商事法センター ・ウズベキスタン司法省に長期専門，

がカンボジア司法大臣一行を招へい 家１名追加派遣（名古屋大学）
・ フェーズ２延長決定JICA

（ 年 月まで）2008 4
・カンボジア裁判官・検察官養成校民事

教育改善プロジェクト継続
・法曹養成研究会継続

養成校に 専門家・裁判官・検察官 長期
(うち１名は法務省)２名を派遣

・現地セミナーを開催（８月）
（判決書セミナー）

・ セミナーを開催( 月 月)JICA-Net 4 ,12
・本邦研修実施(２月)(法曹養成)



ベトナム関係 カンボジア関係 ラオス関係 インドネシア関係 ウズベキスタン関係 中国関係 その他の国・地域 その他年 度
(4月～翌年3月)

２００７ ・法･司法制度改革支援プロジ ・ フェーズ２継続 ・２００７年５月末 ・国内アドバイザリー・グ ・現地にて注釈書発刊プレゼン ・ 調査団派遣（６月） ・法総研で日韓パートナー ・法総研・ ・ がJICA JICA ICCLC JETRO
ェクト開始(２００７年４月 立法化支援 プロジェクト延長 ループを設置（６月） テーションを実施（６月） ・ 中国民事訴訟法・仲 シップ研修開催(第９回) 日中民商事法セミナーを開催JICA
～２０１１年３月） 附属法令支援 期間終了 ・現地セミナーを開催 ・現地にて注釈書普及セミナー 裁法改善プロジェクトR/D ・法整備支援連絡会開催

・民法共同研究会開始 ・民法，民事訴訟法作業部会継続・カ司法省へ長期専 ・フォローアップ （８月） を開催（７月，１２月） 締結（１１月） (第９回)
・裁判実務改善研究会開始 門家３名(うち２名は弁護士)を派遣 現地各 による ・本邦研修を実施(１０月) ・注釈書活用促進に向けたワー ・本邦研修実施（１１月） ・国際民商事法（地域別）研修CP
・長期専門家４名（検事，裁判 ・民事訴訟法適用（ 月） 普及ワークショッ ・現地セミナーを開催 クショップを開催（９月） ・国内研究会を設置 １１月 を実施(カンボジア，ラオス，7 （ ）

官，弁護士，業務調整員各１ ・民法公布（ 月） プ， 現地事 （３月） ・注釈書（日本語版及びウズベ ・現地セミナーを実施 ３月 ミャンマー，ベトナム)12 JICA （ ）
名）派遣 ・遠隔セミナーを開催（８月：民訴法） 務所でモニタリン ク語版）発刊（９月） ・法総研・ が「アジア株ICCLC

・ベトナム国家大学日本法講座 ・現地セミナーを開催（１月：民訴法） グ ・倒産法注釈書プロジェクト終 主代表訴訟セミナー」を開催
継続 ・ 調査団派遣 （５～１２月） 了（９月） ・ 中央アジア比較法制研究セJICA 「

・ハノイ法科大学に日本法教育 ・注釈書 英語版 発刊 ３月 ミナー」コース運営委員会設（ ） （ ）
研究センターを設立（名古屋 ・カンボジア裁判官・検察官養成校民事教育改善プロ 置
大学） ジェクト継続

・現地セミナーを開催（９月， ・法曹養成研究会継続
国賠法） ・裁判官・検察官 長期 (う養成校に 専門家２名を派遣

・本邦研修実施(１１月，国賠 ち１名は法務省)
法起草） ・ セミナーを開催（５月，９月）JICA-Net

・本邦研修実施（７月，法曹養成，民訴法）
・現地セミナーを開催

（１１月：民法， １２月：民事模擬裁判）
調査団派遣・JICA

・ 弁護士会司法支援プロジェクト開始（６月）JICA

２００８ ・法･司法制度改革支援プロジ ・ フェーズ３開始 ・法整備支援シミュ ・国内アドバイザリー・グ ・企業活動の発展のための民事 ・ が弁護士を長期専門 ・法総研で日韓パートナー ・法総研・ が日中民商事JICA JICA ICCLC
ェクト継続 付属法令起草支援 レーションワーク ループ会合を継続 法令および行政法令の改善プ 家として派遣(２年間) シップ研修開催 法セミナーを開催

・民法共同研究会，裁判実務改 ・民法，民事訴訟法作業部会継続・カ司法省へ長期専 ショップを名古屋 ・第２回本邦研修を実施(７ ロジェクト終了 名古屋大学 ・本邦研修実施(５月,11月) (第１０回) ・中央アジア比較法制研究セミ（ ）
善研究会継続 門家２名を派遣 大学と共同で３回 月) （１２月） ナーを実施(カザフスタン，キ

・長期専門家４名（検事，裁判 ・遠隔セミナーを開催（１２月：民訴法関係） 実施（８月・１１ ・インドネシア改正最高裁 ルギス，タジキスタン，ウズ
官，弁護士，業務調整員各１ ・現地セミナーを開催（１２月：民法） 月・１２月） 判所規則 年 ベキスタン)PERMA2008
名）継続 ・ 調査団派遣 号（裁判所が行う和解 ・名古屋大学が「法整備支援戦JICA 1

・ベトナム国家大学日本法講座 調停手続に関する規則） 略の研究」全体会議を開催
継続 ・カンボジア裁判官・検察官養成校民事教育改善プロ が施行（７月） ・法整備支援連絡会開催

・本邦研修実施(６月 犯罪学研 ジェクト フェーズ２開始 ・現地セミナーを開催（１ (第１０回):
究 ８月 裁判実務の改善及び ・国内アドバイザリー・グループ継続 １月） ・法総研・ ・ が, : ICCLC JETRO
判例情報等の提供のための方 ・裁判官・検察官養成校に長期専門家２名を派遣（う ・ インドネシア「和 国際民商事法シンポジウム アJICA （
策 ３月予定 刑訴法改正） ち１名は法務省） 解・調停制度強化支援プ ジア株主代表訴訟シンポジウ, :

・民事判決執行法成立(１１月 ・ セミナーを開催（９月） ロジェクト」終了時評価 ム）開催予定JICA-Net
１４日） ・本邦研修実施（１０月，法曹養成） 調査団を派遣（１１月）

・現地セミナーを開催（１２月：民事模擬裁判）

・ 弁護士会司法支援プロジェクト継続JICA

（注１） カンボジア法制度整備支援プロジェクトJICA
フェーズ１：１９９９年３月～２００３年３月
フェーズ２：２００４年４月～２００８年４月
フェーズ３：２００８年４月～継続中


